帯広市成年後見制度利用支援事業事務取扱要領
（趣旨）
第１条　この要領は、帯広市成年後見制度利用支援事業実施要綱（以下「要綱」という。）第１１条の規定に基づき、帯広市長が行う審判請求費用及び、成年後見人、成年後見監督人、保佐人、保佐監督人、補助人又は補助監督人（以下「成年後見人等」という。）に対する報酬の助成事務について必要な事項を定めるものとする。
（対象者）
第２条　要綱第２条第１項に規定する市長が認める者には、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４条に規定する支援給付を受けている者を含むものとする。
（助成の範囲）
第３条　要綱第２条に規定する対象者（以下「本人」という。）の預貯金等の財産が、審判申立費用にあっては１５万円を、成年後見人等に対する報酬にあっては生活保護基準における葬祭費と報酬付与審判額を合算した金額を上回っている場合、助成は行わないこととする。
２　本人が死亡した場合又は報酬付与審判が本人の死亡後に行われた場合の報酬については、遺留資産で不足する金額に限り助成する。ただし、法定相続人等へ相続した金額が確認できる場合は、これも当該被後見人等の遺留資産として取り扱うこととする。
３　要綱第３条第２項に規定する特別養護老人ホーム等の施設は、次に掲げる施設とする。
(1)　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３８条第１号に規定する救護施設
(2)　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２４号）第５条第１１項に規定する障害者支援施設
(3)　老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第５条の３に規定する養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム
(4)　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第２４項に規定する介護保険施設
(5)　医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５に規定する病院、診療所（ただし、３か月を超えて入院した場合に限る。）
(6)　前各号の類似施設で市長が特に認める施設
４　助成の対象期間は、月数の計算にあたり、審判期間の初日から起算して１か月未満の端数日が生じる場合、これを切上げて月数を計算することとする。
５　助成対象期間に施設等の入所期間とその他の期間が存在するときは、全日施設等に入所している月はその月の上限額を１８，０００円とし、施設等に入所していない日が１日以上ある月はその月の上限額を２８，０００円とし、これを合算して全助成対象期間の上限額を求めることとする。
（助成の申請）
第４条　要綱第５条に規定する助成申請者は、成年後見人等に対する報酬付与の審判の決定後、家庭裁判所の決定した日の翌日から起算して６０日以内に市長へ提出する。ただし、助成申請者の特別な事情により期間内に請求できない場合はこの限りではない。
附　則
この要領は、平成２８年４月１日から施行する。
附　則（令和４年１０月１日）
この要領は、令和４年１０月１日から施行する。
　　附　則（令和６年３月２８日）
この要領は、令和６年４月１日から施行する。
